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段階 対　象　者 割　合 保険料（年額）

1 本人及び世帯全員が町民税非課税で、合計所得金額と課税年金収入金
額との合計が 80万円以下である方 基準額× 0.30 22,680 円

2 本人及び世帯全員が町民税非課税で、合計所得金額と課税年金収入金
額との合計が 120万円以下である方 基準額× 0.50 37,800 円

3 本人及び世帯全員が町民税非課税で、第 2段階以外の方 基準額× 0.70 52,920 円

4 町民税課税世帯で本人が町民税非課税の方で、合計所得金額と課税年
金収入金額との合計が 80万円以下である方 基準額× 0.90 68,040 円

5 町民税課税世帯で本人が町民税非課税の方で、第４段階以外の方 1.00（基準額） 75,600 円

6 本人が町民税課税者で、合計所得金額が 120万円未満の方 基準額× 1.20 90,720 円

7 本人が町民税課税者で、合計所得金額が 120万円以上 210万円未満
の方 基準額× 1.30 98,280 円

8 本人が町民税課税者で、合計所得金額が 210万円以上 320万円未満
の方 基準額× 1.50 113,400 円

9 本人が町民税課税者で、合計所得金額が 320万円以上の方 基準額× 1.70 128,520 円

介
護
保
険
料
の
お
知
ら
せ

町
が
徴
収
す
る
65
歳
以
上
の
方

（
第
１
号
被
保
険
者
）
の
介
護
保

険
料
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

介
護
保
険
制
度
は
、
国
・
県
・

町
が
負
担
す
る
公
費
と
、
皆
さ
ん

が
納
付
す
る
介
護
保
険
料
を
財
源

と
し
て
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。
介

護
保
険
料
は
、
３
年
毎
に
計
画
を

見
直
し
、
基
準
額
が
決
め
ら
れ
ま

す
。
令
和
４
年
度
は
第
８
期
（
令

和
３
〜
５
年
度
）
保
険
料
で
す
。

被
保
険
者
及
び
そ
の
世
帯
の
町

民
税
の
課
税
状
況
、
ま
た
被
保
険

者
の
収
入
・
所
得
状
況
に
よ
っ
て

段
階
別
に
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

各
段
階
の
対
象
者
と
保
険
料
（
年

額
）
に
つ
い
て
は
下
の
表
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。
７
月
中
旬
頃
に
保
険

料
決
定
通
知
書
を
送
付
し
ま
す
の

で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

【介護保険料は何歳から納めるの？】
介護保険料は満 40歳から徴収が始まり、生涯を通じて納めます。

満 40歳から満 64歳までの方（第２号被保険者）の保険料は、加入
している医療保険の保険料に上乗せして徴収されています。満 65歳
以上の方の介護保険料は市区町村が徴収しています。

【介護保険料の納め方】
　介護保険料の納め方は、特別徴収と普通徴収の２種類です。

●特別徴収
　年金が年額18万円以上の方は、介護保険料の年額を 6回に分けて
年金から引き落とします。
　ただし、年度途中で資格取得された方（65歳になられた方や転入
された方等）は、年金が年額 18万円以上であっても特別徴収の手続
が完了するまでの間は、普通徴収となります。

●普通徴収：年金が年額 18万円未満の方は、窓口納付か口座振替に
よります。
　次のいずれかの方法で介護保険料の年額を 8回に分けて毎月納付し
ていただきます。
①町が送付する納付書（納入通知書）により、役場・各金融機関の窓
口やコンビニエンスストアで納付する方法
②銀行等の金融機関口座から介護保険料を引き落とす方法

①
申
請

福
祉
こ
ど
も
課
の
窓
口
に
お
い

て
申
請
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

●

対
象
者
…
65
歳
以
上
及
び
40
歳

以
上
65
歳
未
満
の
特
定
疾
病
の
方

②
認
定
調
査

調
査
員
が
訪
問
し
、
本
人
と
家

族
か
ら
聞
き
取
り
調
査
を
行
い
ま

す
。
併
せ
て
、
か
か
り
つ
け
の
医

療
機
関
で
主
治
医
意
見
書
を
作
成

し
て
も
ら
い
ま
す
。

③
審
査
・
判
定

認
定
調
査
の
結
果
と
主
治
医
意

見
書
を
も
と
に
「
介
護
認
定
審
査

会
」
で
審
査
し
、
介
護
が
ど
の
く

ら
い
必
要
か
判
定
さ
れ
ま
す
。
審

査
結
果
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し

て
申
請
か
ら
30
日
以
内
に
通
知
し

ま
す
。

④
介
護
サ
ー
ビ
ス
計
画

審
査
の
結
果
、
要
支
援
の
方
は

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
、
要

介
護
の
方
は
居
宅
介
護
支
援
事
業

所
に
依
頼
し
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
計

画
（
ケ
ア
プ
ラ
ン
）
を
作
成
後

サ
ー
ビ
ス
利
用
を
開
始
し
ま
す
。

【
そ
の
他
】

利
用
者
負
担
は
原
則
と
し
て
費

用
の
１
〜
３
割
で
す
。

●問い合わせ先　福祉こども課　☎ 62–2210

介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
希
望
の
方
へ

〜
利
用
ま
で
の
流
れ
〜

国
民
健
康
保
険
に
加
入
さ
れ
て

い
る
70
歳
〜
74
歳
の
方
に
交
付
し

て
い
る
「
高
齢
受
給
者
証
」
及
び

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
に
加
入
さ

れ
て
い
る
75
歳
以
上
の
方
に
交
付

し
て
い
る
「
後
期
高
齢
者
医
療
被

保
険
者
証
」
が
８
月
１
日
に
更
新

と
な
る
こ
と
か
ら
、
新
し
い
受
給

者
証
ま
た
は
被
保
険
者
証
を
７
月

下
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

８
月
１
日
以
降
に
医
療
機
関
等

を
受
診
す
る
と
き
に
は
、
必
ず
新

し
い
受
給
者
証
、
被
保
険
者
証
を

提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
有
効
期
限
切
れ
と
な
っ

た
受
給
者
証
、
被
保
険
者
証
は
、

税
務
町
民
課
の
窓
口
ま
で
お
持
ち

く
だ
さ
い
。

●問い合わせ先　国民健康保険税に関すること　…　税務町民課税務グループ　☎ 62-2114
高齢受給者証・後期高齢者被保険者証に関すること　…　同町民グループ　☎ 62-2112

   
国
民
健
康
保
険
税
の
お
知
ら
せ

町
で
は
、
医
療
費
等
の
見
込
み

額
の
決
定
に
伴
い
、
国
民
健
康
保

険
税
を
加
入
者
の
皆
さ
ん
に
公
平

に
負
担
し
て
い
た
だ
く
こ
と
や
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大

の
影
響
に
よ
る
受
診
控
え
の
解
消

に
よ
り
、
医
療
費
が
増
加
傾
向
に

あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
税
率
を
改

正
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。
詳
細

は
下
表
の
と
お
り
で
す
。

な
お
、
令
和
４
年
度
国
民
健
康

保
険
税
納
税
通
知
書
は
７
月
15
日

㈮
に
発
送
予
定
で
す
。

令
和
４
年
度
よ
り
子
育
て
世
帯

へ
の
経
済
的
負
担
軽
減
の
観
点
か

ら
、
未
就
学
児
に
か
か
る
均
等
割

額
を
２
分
の
１
に
軽
減
し
ま
す
。

（
未
就
学
児
と
は
、
該
当
年
度
に

お
い
て
、
６
歳
に
達
す
る
以
後
の

最
初
の
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
あ

国
民
健
康
保
険
税
は
、
医
療
保

険
分
、
後
期
高
齢
者
医
療
支
援
金

分
、
介
護
保
険
分
の
３
つ
の
課
税

区
分
の
合
計
額
に
よ
り
、
税
額
が

決
定
さ
れ
ま
す
が
、
医
療
保
険
分

が
65
万
円
（
現
行
63
万
円
）
、
後

期
高
齢
者
医
療
支
援
金
分
が
20
万

円
（
現
行
19
万
円
）
に
限
度
額
が

引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。
介
護
分

（
現
行
17
万
円
）
に
つ
い
て
は
、

税
率
等
を
改
正

課
税
限
度
額
の
引
き
上
げ

課
税
限
度
額
の
引
き
上
げ
は
行
い

ま
せ
ん
。

未
就
学
児
へ
の
軽
減

口
座
振
替
の
原
則
化

国
民
健
康
保
険
税
の
納
付
は
口

座
振
替
を
原
則
と
し
て
い
ま
す
。

口
座
振
替
は
、
納
付
の
手
間
が
省

け
、
納
め
忘
れ
も
な
く
安
心
で

す
。
納
税
通
知
書
に
町
税
等
口
座

振
替
依
頼
書
（
白
い
は
が
き
）
が

同
封
さ
れ
て
い
る
方
は
、
記
入
の

上
、
返
信
を
お
願
い
し
ま
す
。

今
後
の
税
率
に
つ
い
て

現
在
の
国
民
健
康
保
険
事
業

は
、
平
成
30
年
に
制
度
改
正
が
行

わ
れ
、
県
が
財
政
運
営
の
責
任
主

体
と
な
り
、
国
民
健
康
保
険
事
業

を
実
施
し
て
い
ま
す
。
「
福
島
県

国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
」
で

は
、
県
内
ど
こ
に
居
住
し
て
も
同

じ
所
得
で
あ
れ
ば
同
じ
保
険
料

（
税
）
と
す
べ
き
と
い
う
考
え
方

の
も
と
、
令
和
11
年
度
に
県
内
に

お
け
る
国
民
健
康
保
険
税
を
統
一

化
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

令
和
３
年
度
に
お
け
る
町
の
保

険
税
の
水
準
は
県
内
で
も
下
位
に

位
置
し
、
県
が
示
す
保
険
税
統
一

化
の
目
安
と
な
る
標
準
税
率
と
の

差
が
生
じ
て
い
る
た
め
、
統
一
化

時
に
お
い
て
は
保
険
税
が
上
昇
す

る
見
通
し
と
な
っ
て
い
ま
す
。

町
で
は
、
保
険
税
の
統
一
化
時

に
お
け
る
急
激
な
保
険
税
の
増
加

を
避
け
る
観
点
か
ら
、
令
和
４
年

度
は
税
率
を
改
正
し
ま
し
た
。

今
後
、
県
で
示
す
標
準
税
率
を

見
据
え
、
段
階
的
に
改
正
を
実
施

す
る
見
込
み
で
す
の
で
、
ご
理
解

と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

る
方
を
指
し
ま
す
）

区分 医療分 後期高齢者支援金分 介護分
令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度

所得割 5.5％ 6.27％ 2.2％ 2.25％ 1.9％ 1.99％
均等割 18,400 円 20,700 円 6,400 円 7,000 円 8,300 円 8,900 円
平等割 13,400 円 15,000 円 5,400 円 5,600 円 4,200 円 4,500 円

課税の限度額 63 万円 65 万円 19 万円 20 万円 17 万円 17 万円

【令和３・４年度の国民健康保険税】　※介護分は 40歳以上 65歳未満の方のみ。

●

高
齢
受
給
者
証

●

後
期
高
齢
者
被
保
険
者
証

を
更
新
し
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

に
関
し
て
、
令
和
４
年
度
は
窓
口

負
担
割
合
の
見
直
し
が
あ
る
た

め
、
有
効
期
間
が
９
月
30
日
ま
で

と
な
っ
て
い
ま
す
。
10
月
か
ら
使

え
る
被
保
険
者
証
は
、
９
月
下
旬

に
改
め
て
交
付
し
ま
す
。

【
ご
注
意
く
だ
さ
い
！
】




